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 一 般 質 問 通 告 表  

 

令和７年３月定例会議 

質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

１ １．体育館施設へ冷房設

備の設置を考えては 

 近年の地球温暖化によるものと思われる夏の暑さ

は、異常ともいえるところである。本町には、多数の

体育館施設（総合体育館・各小中学校体育館・その他

体育施設）がある。最近では、夏場の高温多湿な体育

館での運動は、熱中症の危険性が伴うことから、体育

の授業や各種大会の運営に支障をきたしている状況

が多くなってきていると聞く。そこで以下の点につい

て伺う。 

１）体育館施設への冷房設備設置について、これまで

にどのような調査、または検討が行われてきたの

か。 

２）現在の各施設への設置計画や進捗状況は。 

３）冷房設備を設置する場合、その費用とその後の運

用費用は。 

町 長 馬場 良勝 

２．高齢化が進む各地区

の存続について 

 我が国における少子高齢は急速に進み、本町でもそ

の対策が大きな課題となっている。吉田・鶴巣・落合

の各地区の高齢化率は既に４０％を超えており、２０

年、３０年後には、行政区の存続すら危うい状況では

ないかと考える。そこで以下の点について伺う。 

１）各地区の少子高齢による影響をどのように捉えて

いるか。 

２）今後の地域コミュニティの維持は、大和町にとっ

ても重要な課題であると思うが、町としてどのよう

な施策が必要と考えるか。 

町 長 

３．大和町土地開発基金

条例の運用について 

令和６年９月定例会議において、「大和町土地開発

基金条例」が可決成立した。この条例は大和町第五次

総合計画に基づき、公共の利益のために運用されるべ

きと考える。そこで以下の点について伺う。 

１）本条例の第１条には、「公用もしくは公共用に供

する土地又は公共の利益のために取得する必要の

ある土地をあらかじめ取得～」とあるが、町長及び

執行部が、第五次総合計画等に計画がない場合、ま

たは、町民からの要望等がない場合でも、第１条の

設置目的にある「公共の利益に資する」に合致する

と判断すれば、該当する土地を取得できる解釈で良

いのか。 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

２ １．空家対策について  「空家等対策協議会条例」が令和４年６月定例会議

において議決され、同条例に基づき空家等対策計画

（概要版）が策定されている。その後の対応など、以

下について問う。 

１）令和３年５月～９月まで実施された実態把握調査

では、空家・空き店舗バンクを利用希望しない旨の

回答が多いとあったが、どのような理由が考えられ

るか。 

２）特定空家等は法に基づくため、慎重に対応しなけ

ればならないと思うが、町内における該当する物件

について、庁内連携会議で検討し、同協議会で対策

が協議されているのか。 

３）固定資産税等の課税標準額の特例があるため、家

屋解体しない、税額が上がるので平地にはしないな

どの事例が多いのではないか。見直す考えはない

か。 

町 長 佐々木久夫 

２．郷土芸能の伝承とは  町内各地域には、代々伝承されている民俗芸能とし

て、辛うじて受け継がれている「神楽」がある。これ

らは保存会により町のイベントや地区の芸能祭等で

披露されているが、近年は継承者が少なくなり、伝統

の存続が難しくなるのではないかと心配されている。 

町は郷土芸能の伝承をどのように考えているのか、

以下について問う。 

１）現在、神楽をはじめとするお祭りなどの文化的な

活動されている団体は、町内にどれくらいあるの

か。それら団体の代表者及び連絡先は把握している

のか。 

２）過去に郷土芸能に関する調査をしたことはあるの

か。 

３）伝承及び継承などに関する助成金等の相談をされ

たことはあったか。特に金取代々神楽は、大和町指

定無形民俗文化財として、平成７年に指定を受け現

在も活動しているが、地域では伝承について色々考

えていると思うが町の考えは。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

３ １．従来地区の子どもを

増やす政策を 

 本町の出生数は、２０１７年が２９１人、２０１８

年は少し減少し２６６人、この後も減少が続き、２０

２１年には１８６人の状況となっている。 

また、本町ＨＰの２０２５年１月、住民基本台帳世

帯・人口一覧を見ても従来地区（宮床、吉田、鶴巣、

落合）は減少し続けている。そこで下記の３点を伺う。 

１） 国や県、そして本町も子育て支援政策を進めてき

ているが、出生数減少の歯止めはかかってきている

か。 

２）国は「こども未来戦略」において、総額３.６兆円

規模に及ぶ「こども・子育て支援加速化プラン」を

とりまとめ、２０２４年度から児童手当の抜本的拡

充ほか、妊婦のための支援給付など５つの目玉政策

を行っている。しかしながら、この国や県の動向を

注視していきつつ、本町として独自に行うことはな

いだろうか。 

例えば、新たな移住者に限定した子育て世帯等移

住・定住応援事業や三世代同居応援事業のみではな

く、同居する子が結婚し同居、または近居したくな

る補助事業を行い、親から独立する子が地域から出

ていかない政策を行えないか。 

３）三世代同居・近居を増やすための、農業振興白地

地域の農家住宅増加政策は。 

町 長 渡辺 良雄 

２．地域防犯のＤＸ化を  安全安心で住みやすいまちづくりのためには、地域

ぐるみで防犯に取り組む必要があると思われる。しか

しながら、地域によっては少子高齢化による人手不足

などで十分な防犯対策を講ずることは難しいともい

われる。近年は過疎化した地域でも闇バイトなど凶悪

な犯罪が発生している状況で、町民の不安も大きくな

り、センサー付防犯灯設置や自宅監視カメラを設置す

る住宅もある。また、テクノロジーの進化により、町

全体の防犯対策を講ずる自治体も増加してきている。 

本町としても防犯カメラは設置してきているが、更

なるＤＸ推進により町全体及び近隣自治体と連携し

た防犯政策を推進してはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

４ １．子育て支援住宅事業

について 

 子育て支援住宅事業は、人口減少地域の地域コミュ

ニティの維持、宮床・吉田・鶴巣・落合地区の児童数

減少対策、定住人口を確保するための事業である。令

和２年度から入居が始まったが、定住促進に関する事

業効果は何も見えていない。 

また、子育て支援住宅及び定住促進事業は、今後も

引き続き必要な事業であると考える。次の点について

町長の所見を伺う。 

１）子育て支援住宅の居住期間終了後における定住に

向けた支援策は。 

２）定住を目的とした新たな子育て支援住宅を設置す

る考えは。 

町 長 堀籠日出子 

２．町の胃がん検診に胃

内視鏡検診の導入に

ついて 

 町民の健康増進を目的として毎年各種検診が実施

されている。現在の胃がん検診はバリュウム検診のみ

となっており、胃内視鏡検診を望む声がある。 

また、厚労省では市町村の検診に胃内視鏡検診が導

入されており、以前の一般質問の答弁では、胃内視鏡

検診の実施に向けて、黒川医師会、関係機関と調整に

取り組むとの答弁であった。下記について町長の考え

を伺う。 

１）黒川医師会との協議経過及びその内容は。 

２）胃内視鏡検診の実施に向けた考えは。 

町 長 

５ １．高等学校等の通学費

助成で進路を増やせ 

 遠距離通学費助成金交付事業にならい、住居から高

等学校等までの距離に応じ、通学費を助成できない

か。公共交通機関に頼れない保護者の経済的負担を軽

減することで、児童生徒に進学先の選択肢が増え、向

学心を育むことも期待できるのでは。 

町 長 児玉金兵衞 

２．武道館の早急な修復

を 

 にぎわい創出の砦である大和町武道館は、築９６年

を経て、なお現役であるが、建築物の意匠の随所に深

刻な破損や劣化が見られる。早急に修復を実施すべき

である。 

令和５年１２月定例会議の一般質問において、国登

録有形文化財を目指す方向性を示したが、現在の考え

は。 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

６ １．命を守る地域の安全

対策を 

 ＳＮＳを通じて実行役を募り、詐欺や強盗などの犯

罪を繰り返す「匿名・流動型犯罪グループ（トクリュ

ウ）」対策が必要と考える。そこで以下の点について

伺う。 

１）個人宅で実施する防犯対策費用の一部を助成でき

ないか。 

・窓ガラス飛散防止のためのフィルム貼り 

・人感センサーライトの設置 

・防犯カメラの設置 

２）ＳＮＳを通じて闇バイトに手を染める若者が出な

いように呼び掛ける広告の発信を行ってはどうか。 

町 長 犬飼 克子 

２．防災教育でマイタイ

ムラインを学ぶ  

 近年日本各地で起きている自然災害や被害の様子

などから、学校現場の防災教育の重要性が注目されて

いる。児童一人ひとりが状況に応じて、自分の命は自

分で守ることができる自助の意識、状況から自分のこ

とを考え行動できる共助の意識を育てるといった主

体性を育む防災教育の充実が重要視されている。そこ

で以下の点について伺う。 

１）災害時の避難行動計画「マイタイムライン」の作

り方を学ぶ機会を創出しては。 

２）町のホームページから「マイタイムライン」をダ

ウンロード出来るようにしては。 

町 長 

３． 「蛇石せせらぎ公

園」の更なる活用を 

 現在、「蛇石せせらぎ公園」の駐車場整備と横を流

れる川の水質検査により、安心して遊ぶことができる

対策を講じている。しかしながら、今後、駐車場整備

完了と共に訪れる方々が増えることは必然的である。

遊べる場所、範囲を拡張していかなければ、人で溢れ

返ってしまい危険性が増すのではないかと考えられ

る。 

訪れていただいた方々が、安全で、安心して遊べる

公園にすることが、同公園を管理する行政としての責

任であり、駐車場整備と共に「せせらぎ公園」の横を

流れる川などを含め、遊び場を拡張するなどの整備計

画が必要と考えるが所見を伺う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

７ １．児童・生徒の学力向

上について 

 第５次総合計画に「確かな学力と豊かな心の育成」

とある。特に児童・生徒の学力向上への取り組みは、

未来の大和町のために重要なことだと考える。宮城県

の第２期教育振興基本計画でも児童・生徒の自立型教

育の推進を謳っている。 

本町が目指す教育ビジョン、学力向上への取り組み

について、教育長の考えを伺う。 

１）教育長が掲げる教育目標は何か。 

２）本町独自の英語教育やイエナプラン教育の導入に

ついてどのように考えるか。 

３）大和町の教育のあり方を検討する組織を立ち上げ

る考えはあるか。 

教育長 平渡  亮 

２．子育て世帯等移住・

定住応援事業につい

て 

本町では、移住定住支援事業を平成２８年から実施

してきた。令和７年度から奨学金返還支援事業を実施

するため、移住・定住施策について見直しの時期に来

ていると考える。 

現在、この事業の補助対象者は、町外からの転入、

転居世帯対象である。子育て世代への移住施策とし

て、手厚く充実しているものである。 

しかし、定住や地域コミュニティの維持の観点から

みると、対象者を広げる必要があると考える。特に宮

床地区・吉田地区・鶴巣地区・落合地区では、子ども

や若い世代の方が少ない現状にある。 

定住施策であれば、従来からその地区に暮らし、子

どもを育てる世帯も対象者にするべきと考えるが町

長の考えを伺う。  

町 長 

３．チャレンジショップ

制度の導入について 

 近年、全国の自治体において、地域経済の活性化と

創業支援を目的に「チャレンジショップ制度」を導入

する事例が増えている。特に飲食業などの起業におい

て、キッチンカーやレンタルキッチンを活用すること

で低コストかつ柔軟な形での創業支援が可能となる。 

そこで本町の創業支援施策の現状を踏まえ、「チャ

レンジショップ制度」などの新たな施策が必要である

と考える。以下、町長の考えを伺う。 

１）地域でがんばる事業者応援補助金の利用はどのよ

うな状況にあるか。 

２）「チャレンジショップ制度」を導入に関してどの

ように考えるか。 

 

 

 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

８ １．七ツ森周辺の観光資

源の活用は 

本町のシンボルである七ツ森の周辺には多くの施

設が点在し、季節を通して多くの方々が訪れている。

自然豊かな景観や多様な活動の場として、地域住民だ

けでなく観光客にも親しまれている場所である。 

しかしながら、近年、観光資源の活用が進む一方で、

地域経済への還元や持続可能な観光振興についての

課題も出て来ていると感じる。 

七ツ森周辺の活性化をさらに進めるため、以下につ

いて考えを伺う。 

１）各施設の利用状況を踏まえた、施設のあり方を再

検討する考えは。 

２）多目的なイベントなどが出来る施設の整備を考え

ては。 

町 長 本田 昭彦 

２．洞堀川沿いの安全確

保は 

 全国各地では、近年、毎年のように水害が発生し、

甚大な被害をもたらしている。地域住民の安全を確保

するために重要な施策として、河川改修工事が行われ

ている。 

現在、洞堀川においても下流部より改修工事が県に

よって進められている。護岸整備や河道掘削に伴って

流れは良くなるが、護岸は急勾配になり、危険も増す

と考えられる。更に吉岡西部土地区画整理事業の進捗

に伴い、洞堀川に流入する水量は増えると想定され

る。このことから、川沿いの安全確保が必要と考える

が、以下のことについて考えを伺う。 

１）改修工事の現状と完了見通しは把握しているか。 

２）街灯の設置や転落防止対策の考えは。 

町 長 

９ １．小規模特認校の落合

小学校について 

町内の人口減少地区にある小学校の人的な教育環

境を維持するため、令和２年５月からの様々な会議や

説明を経て導入された小規模特認校制度により、落合

小学校が対象校に指定されてから５年目を迎えよう

としているが、以下について町の考えを伺う。 

１）制度導入以降、落合小学校のこれまでの振り返り

と問題点や課題は。 

２)「小規模校ならではのきめ細やかな指導により、心

身の健やかな成長を図り、豊かな人間性を培う、特

色ある教育活動」をうたっているが、その内容と成

果は。 

３)特認校ならではの魅力ある教育が必要と考える

が、例えば英語教育に力を入れるなど特化した教育

を実施するモデル校にしてはどうか。そのことで就

学希望者が増え、人的な教育環境を維持できると期

待するが、今後どのように考えるか。 

 

教育長 櫻井  勝 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

１０ １．総合計画について  令和４年３月に策定された「大和町第五次総合計

画」は、目標年度を令和１３年とし、町の最上位計画

として現在進められている。しかし、「昨今の社会情

勢や、工場進出に関連する需要」を理由に前期計画を

１年前倒しして後期計画へと改定することになった。

総合計画について伺う。 

１）1 年の前倒しによって短縮された前期計画の目標

は達成できるのか。 

２）今回の業務は基礎調査も行うようだが、第五次の

改訂の域を超えて第六次の様相をも呈しているよ

うに思える。どの程度の改訂なのか。 

３）町の計画は、町の政策を一番熟知し、それに携わ

っている職員を中心に作り上げることが最も現実

味のあるものになると思われる。業者に委託するメ

リットはなにか。 

町 長 今野 信一 

１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．投票率の向上を  若い世代の投票率向上は全国的な課題とされてい

る。令和７年７月までに執行される予定である参議院

選挙、１１月に執行される予定である宮城県知事選挙

に向けて、本町における投票率向上は非常に重要だと

考える。 

市町村のＳＮＳを利用した情報発信、投票済証を活

用した地元店舗での割引や特典と連動させるインセ

ンティブ施策が注目される中、情報発信や若者にリー

チするための具体的な計画、インセンティブ施策の計

画が必要であると考え、以下を問う。 

１）選挙におけるＳＮＳ活用状況は。 

２）若い世代への参加意識向上施策は。 

３）投票済証の活用を。 

町 長 森  秀樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．家庭用ごみ処理機の

補助金導入を 

 移住・定住を促進するためには、環境に優しく安心

して暮らせる地域づくりも不可欠である。富谷市、大

郷町、大衡村では、ごみ削減に貢献する生ごみ処理機

の補助制度を導入し、移住希望者への魅力を高めてい

る。 

本町においても移住者が定住したくなるようなエ

コ施策や生活支援策を検討することで、地域の活性化

を図るべきではないかと考える。住みたくなるまち大

和町を目指して以下を問う。 

１）家庭用生ごみ処理機購入補助金の考えは。 

２）ごみ軽減に対する施策は。 

 

 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

１１ ３．町長が描く未来の大

和町とは 

町制施行７０周年を迎え、歴史を振り返るとともに

新たな未来への一歩を踏み出す重要な年である。 

この節目の年に、防災・減災対策の強化、農業の振

興、企業誘致と雇用創出、教育の充実、子育て支援や

移住促進、にぎわい創出など、多岐にわたる施策を打

ち出されている。 

町民一人ひとりが安心して暮らし、誇りを持てるま

ちづくりのための政策背景にはどのような町への思

いがあるのか。 

町長として、どのような決意で取り組まれるのかを

問う。 

 

町 長 森  秀樹 

１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．町民バスの有効活用

について 

 本町では宮城交通の路線バス廃止に伴い、１９９９

年１０月から町民バスを運行している。超高齢社会に

おいて、今後、運転免許の返納が更に増加することが

予想され、通院や通学に困る住民が多くなる。特に子

育て世代では、交通の不便さから子どもが中高生にな

ると町外に引っ越すこともある。 

駅がない本町では、住民の交通の便を改善し、生活

向上に貢献することが課題だが、町民バスの運行に関

しても住民の期待に応えるための改善が必要ではな

いか。下記の点について町長に問う。 

１）町民バスの利用者層や時刻帯ごとの利用状況は。 

２）町民バスの利便性向上に向けた取り組みを検討し

ている事案はあるか。 

町 長 佐野 瑠津 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．親育への取り組みに

ついて 

 近年、家庭環境が複雑化し、心理的虐待や身体的虐

待、ネグレクトなどが全国的な問題となっている。核

家族化が進む現代社会では、保護者への負担が増して

おり、本町でも子育てに関する悩みを抱える人が多

い。子育てには、地域との繋がりや個々の特性に応じ

た対応が必要であり、特に幼児教育は重要視される。 

各家庭が子育てについて学び、方針を持つことが大

切だと考えるが、下記の点について町長に伺う。 

１）本町における子どもを取り巻く家庭環境の現状や

子育てに関する課題は。 

２）課題解決に向けてどの様な取り組みをしている

か。 

３）幼児期の子どもの育て方を学ぶ「親育」の導入の

考えは。 

 

 

 

 

町 長 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

１２ ３．町民が主役のまちづ

くり 

町制施行７０周年を迎えるにあたり、町の将来の更

なる発展には町民主体の公民協力体制が重要だと考

える。 

そのためには、積極的にまちづくりに関わる人材を

発掘するため、住民参加による地域活性化へ向けた仕

組み作りが必要であるが、下記の点について町長に問

う。 

１）本町が現在、取り組んでいるまちづくり支援事業

の実績は。 

２）町民が主体的かつ積極的に行動できるための制度

や仕組み作りが必要ではないか。 

 

町 長 佐野 瑠津 

１３ １．高齢者の利便性と新

たな公共交通は 

町の公共交通として、町民バス・デマンドタクシー

がある。 

今後、少子高齢化が進むと思われる中で、町は高齢

者の足の確保をどのように考えているのか、以下の点

から問う。 

１）吉岡地区内におけるバス運行を周遊ルートにする

考えは。 

２）費用対効果の観点から町民バスを無料化にする考

えは。 

３）「活き生きサロン」などにおいて、参加する高齢

者等を送迎する住民互助による移動支援サービス

を推奨する考えは。 

町 長 槻田 雅之 

１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．大和町の獣害対策に

ついて 

宮城県の狩猟期間は、一部地域を除いて１１月１５

日から２月１５日迄である。猪の狩猟期間が、１１月

１日から３月３１日まで期間が延長されている。しか

しながら、猪の活動は夜間に多く、日中はあまり出没

しないため、駆除が困難な状況と聞く。以下に町の対

応を伺う。 

１）畑や田んぼ、そして農作物の被害が年々増加して

いると生産者の声を多く聞くが、把握している各地

域の被害状況は。また被害に対する復旧支援の内容

は。 

２）銃猟の免許は、銃所持の負担や管理、周辺環境等

から免許を取得したくても出来ない方もいると聞

く。しかし、わな猟免許はそこまでの負担は無いと

考えるので、各区長さんや役場職員にも取得を促し

てはどうか。 

 

 

 

 

町 長 宮澤 光安 
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質問順 件  名 要      旨 答弁者 議 員 名 

１４ １．大和町の獣害対策に

ついて 

３）猪の肉は調理の仕方にもよるが、とても美味しい

との評判を聞く。令和２年９月の一般質問の答弁で

は、加工、処理施設の建設検討や川崎町の処理施設

を視察したとあり、今後も実施隊員との話し合いが

必要との事であったが、その後どのような話し合い

がなされたのか。 

町 長 宮澤 光安 

２．大和町の防災減災対

策について 

阪神・淡路大震災から３０年、東日本大震災から間

もなく１４年となる。その他の地域でも様々な災害が

発生している現状であり、いつ何処で災害が起きるの

かわからない状況である。昔から、備えあれば憂いな

しと言われていることもあり、以下に町の対策につい

て伺う。 

１）東日本大震災を知らない世代が増えている現在、

当時、大和町でどのような被害があり、何が必要で

どんなことが課題となったのかを正しく伝えるこ

とで防災減災に繋がると考える。ネクストリーダー

と呼ばれる小中学生へどのように伝えているのか。

町の取り組みは。 

２）大和町では年に１度、防災訓練を行なっているが、

毎年どれぐらいの参加者を見込んでいるのか。そし

て高齢者や障がい者、外国人も含めた災害弱者と呼

ばれる方々の参加状況は。 

３）大和町では４４社の業者が災害対策協力会に加入

している。災害時に必要とされる資材や重機等の協

力を町ではどの程度見込んでいるのか。業者毎の資

材保有リストは受けているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 


